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• 目的、用途を開示
– この内容により、提供者が可否判定を

することから、適切な開示が良いデータ
提供者を得ることになる。

• 商用利用、第三者提供有無
– この告知の虚偽は、約款違反となる。

– 第三者提供先の開示は、情報提供者
による可否判断材料となる。

• 募集期間と収集期間
– データ収集者の選択と収集は、有期。

• 対価
– 提供対価を開示、データ１ポストあたり

の対価を設定することで、情報量が価
値にリニアに反映される。

– 必要ポスト数以下であれば、対価発生
させずに取り消し可能とし、サンプル評
価が可能。
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• 収集する情報を提供するデバイスやセンサーを指定。
• 収集する情報の時間頻度や回数を指定。
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• 情報提供者の属性を指定可能

– 属性情報は、マッチングにのみ利用される。

• 情報提供を許可した提供者から採択を選択
– 提供者が公開した情報が開示され、これをもとに採択を決定
– 提供者のデータ提供実績や評価により採択者を選択
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データ提供者による情報管理事例

• 自分が提供可能な情報を管理

• 自分の属性情報の開示範囲を管理

• 個々のデータ提供依頼ごとに、許諾を都度管理可能
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デバイス製造者による情報の構築事例
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• 様々な情報をオープン
データベースに登録。

– 測定粒度

– 測定精度

– 測定範囲

– 設置条件

– 等

• 登録済みセンサ名など
は、誰でも再利用可能。

• 未登録なものは、追加
可能。
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情報価値の原則

• 最小限の情報プリミティブの単価を、売買当事者で合
意をする。

• 情報価格＝情報量 x 情報単価+情報源の品質

• 情報量＝情報の種類 x 情報粒度
– 情報の種類

• 温度、湿度、位置、加速度などの項目数に価格は比例

• (温度+湿度) < (温度+湿度+位置) < (温度+湿度+位置+加速度)
– 情報粒度

• 収集粒度に価格は比例

• 1日毎 < 1時間毎 < 1分毎

– 情報源の品質
• 提供者情報など付帯情報の量(氏名、年齢、性別など)
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導線情報のコスト/パフォーマンス

高精細な情報取得手法

• 改札機等による移動情報取得

• 利用者の再利用許諾が必要

• 精度は限りなく高い

• 取得コストは、高い

参加型による低精細情報取得

• 品質は、参加者の信頼度依存

• 以下の方法で精度を向上
– サンプル数の増加

– 複数センサとの組み合わせ

• 取得コストは精度に依存

位置情報と加速度
で移動手段を判定
可能

5分刻み 6時間刻み
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PHR における情報利用の事例

• 情報提供、二次利用の許諾は、デバイスユーザが自ら判断

• 情報提供に対するインセンティブにより、デバイス購入モチベーションをUp!
• 情報提供者、PDS提供者によるシェアリングエコノミー
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データ収集のためのリファレンスプロダクトも提供

• EveryPost
– 個人がライフログを提供するスマホアプリ

• EveryStamp
– 環境センサー

• EveryDrive
– 自動車トラッキングセンサー
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